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国民と政党政治 

 
n 公共機関と政治的意思決定 

• 民主主義社会においては民間機関と公共機関は 2つの点で区別される． 
 

①	 公共機関を運営する人は	 	 	 	 	 で直接選ばれるか，あるいは選挙で選ば

れた人によって任命される． 
②	  地位を得る正当性は，直接あるいは間接の	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 によってお

り，政府は強制力を持っている． 
 
n 政治的意思決定 

• 民主主義国家において、	 	 	 	 による政治的意思決定は最終的には	 	 	 	 に

よって行われる。 
 

n                         
• 有権者による直接投票の結果で最終的な意思決定を行う制度。 

 長所 
•  決定には高い正統性が得られる。 
•  制度の構造が単純 
•  選挙制度などで制度が歪められない。 

	 	 	  短所 
•  規模が大きくなると議論そのものが成立しない。 
•  失政が生じた場合、住民の責任に転嫁されやすい。 

 
n                           (代議制民主主義) 

• 第１段階の投票で代理人（＝政治家）を選出し、その代理人が第 2段階の投票を
行って最終的な意思決定を行う。 

 長所 
•  構成員の限定による実質的な議論の可能性の確保。 
•  衆愚政治の防止 

  短所 
•  直接民主制を超える正当性を確保できない。 



•  民意の反映精度に限界 
  

n 多数決原理 
ある集団において意思決定を図る際に、多数派の意見を採用する方法のこと。 
Ø  古くから民主主義において採用。 

ü  多数決に対する批判 

 「	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 」（功利主義）がもたらす倫理上の負の側面をつねにはら
む。 

 例：「	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 」（トクヴィル） 

  
 

中位投票者定理	 

① 語句の定義	 

・	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 とは？ 

Ø 各投票者の選好に基づいた各人にとっての最適点を一直線に並べたとき中央

値となるような最適点を持つ投票者。 

Ø 左から数えても右から数えても同じ順番となる最適点を持つ投票者 

・	 最適点とは？ 

Ø 最も望ましい選択肢を表し、その点で最も効用が大きくなるような点。 
 

	 ②	 条件 

・	 投票対象となる財・サービスが1 つに限られ、それをどの量まで供給するかの

みが争点となる。 

・	 すべての投票者の選好が	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 である。 

・	 どの投票者もある2 つの選択肢について投票する。 

 	 ③	 定理 

・	 ある一定の条件の下ではこの中位投票者にとっての最適点、すなわち中位投票

者に最も好まれる選択肢が多数決投票の結果、均衡点となり、社会的に選択さ

れる。 

 



 
投票のパラドックス	 

・	 投票において投票者一人一人の選好順序は推移的なのに、集団としての選好順

序に循環が現れる状態があることを、18世紀の社会学者コンドルセが発見した。 

・	 これを	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 という。 

Ø 選好が	 	 	 	 	 	 	 	 で無い場合に起こりうる。 

 

 
アローの不可能性定理	 

・	 選択肢が3つ以上あるとき、定義域の非限定性、全会一致性、無関係な選択対象から

の独立性、非独裁性をすべて満たす「社会的厚生関数」を作ることはできない、とす

る定理。 

Ø これは18世紀以来知られていた投票のパラドックス、もしくはコンドルセの

パラドックスと呼ばれるものを数学的に証明したもの。 



Ø すなわち社会的選択の決定と民主主義の両立が困難であることを示した。 

 
n 間接民主制における選挙区の問題 
 

• 選挙区の区割りによっては、有権者の選考が適切には反映されない。 
Ø 現実の選挙区の区割りは、地域割りであるが、居住地と勤務地の異なる人が

多い現代社会では適切に民意を反映しにくい。 
Ø 各選挙区の有権者数が大きく異なる場合、いわゆる「	 	 	 	 	 	 	 	 	 」

問題が発生し、有権者の意向が適切に反映されない。 
 
n 選挙と棄権 
 
近年の選挙では、投票率の低下が問題になっている。 

  
 
 

  であれば、有権者は投票する。 
  
	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	  
ある経済活動（選択）に対して、選択されなかった選択肢のうちで最善の価値のことであ

る。逸失利益とも呼ばれる。 
• 近年は、投票受付時間の拡大、期日前投票制度の施行、即日開票の実施など、投票

率向上を期待した制度の改善が実施されている。 
• 候補者や政党でも、政治への関心を高める方策が模索されている。 

 
 
棄権の要因 
 
	 	 	 	 	 	 	 	  

•  いずれの候補者も無差別である。 
•  いずれの候補者も公約がかけ離れている。 
•  当落の結果がはっきり予想できる。 

 
	 	 	 	 	 	 	 	  

•  候補者の公約の情報収集にコストがかかる。 
•  投票に行く機会費用がかかる。 



	 	 	 	 	 	 	 	  
•  直接民主主義ではなく、間接民主主義である。 
•  同一選挙区内での有権者の数が多い。 

 
n 小選挙区制への移行 

• 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 とは、1選挙区に付き	 	 	 名を選出する選挙制度である。 

Ø  わが国では 1994年に導入、1996年の衆院選から実施。 
 

メリット  
• 政権交代が生じやすくなり、与党は真剣にならざるを得ない。 
• 政策の結果をはっきりと評価でき責任の所在が明確になる。 
デメリット  
• 最高得票者だけが当選するためので死票が多くなる。 
• 一党制に極めて近い状況も生まれる。 
• 候補者と個人の癒着や地域エゴが生じやすい。 

 
n 有権者の政治行動 
 
	 	 	 	 	 	 	 	 	 	  
• 住民投票とは、ある地域に住民のうち、一定の資格を持つ全て人の投票により、立

法、公職の罷免等の意志決定を行なう手法である。 
• 戦後の日本では憲法や地方自治法で定めがあるほか、近年では特定の問題について

条例を制定して行なわれる場合が増加している。 
Ø スイス、アメリカの一部の州などでは、住民投票による直接立法も行われるが、

日本では、住民投票の結果は政治上の意思表示に過ぎないのが現状である。 
 
 
	 	 	 	 	 	 	 	 	 	  
• 小規模の有権者の利益を代弁する、特定の業界団体など「	 	 	 	 	 	 	 	 	 」の

行動を通じて行なわれる。 
Ø 陳情、デモ行進、小集会など 
Ø 選挙の際には「組織票」として、大きな力を発揮する。 

• 圧力団体が過度の力を持つと、公共部門の非効率を助長しかねない。 
 

 



	 	 	 	 	 	 	 	 	 	  
 

• 各個人の地方団体間の移動が自由に行えるとすると、それぞれが自らの選好に最も

適した地方団体を選んで移動することで全体の厚生水準は最も高くなる。 
 
前提条件 
1. 各個人が全ての地方団体の行財政についての情報を得ていること。 
2. 一つの地方団体のサービスが、行政区域を越えて隣接した区域に拡散するスピ
ル・オーバーがないこと。 

3. 個人の地方団体間の移動にはコストが全くかからないこと。 
 


